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議案第５６号 
 
 

杵築市国民健康保険基金条例の一部改正について 
 
 

杵築市国民健康保険基金条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 
 
 

平成３０年６月７日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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杵築市国民健康保険基金条例の一部を改正する条例 
 

杵築市国民健康保険基金条例（平成１７年杵築市条例第６６号 
 ）の一部を次のように改正する。 

第１条中「の特殊疾病の異常発生、災害、給付改善等の措置に 
対処する財源を積み立てる」を「事業の健全な財政運営に資する 
」に改める。 
 第６条を次のように改める。 
 （処分） 
第６条 市長は、国民健康保険事業に必要な財源が不足する場合 

において、当該不足額を補うための財源に充てるときに限り、 
基金の全部又は一部を処分することができる。 

 
附 則 

  この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５７号 
 
 

杵築市税条例等の一部改正について 
 
 

杵築市税条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 
 
 

平成３０年６月７日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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杵築市税条例等の一部を改正する条例 
    
  （杵築市税条例の一部改正） 

第１条 杵築市税条例（平成１７年杵築市条例第８０号）の一部 
を次のように改正する。 

   第２３条第１項中「によって」を「により」に改め、同条第 
  ３項中「この節」の次に 「（ 第４８条第１０項から第１２項ま 

でを除く。）」を加える。 
   第２４条第１項中「によって」を「により」に改め、同項第 
  ２号中「１２５万円」を「１３５万円」に改め、同条第２項中 

「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改め、「得た金額 
」の次に「に１０万円を加算した金額」を加える。 

   第３１条第２項中「当該」を「同表の」に改める。 
   第３４条の２中「扶養控除額を」の次に「、前年の合計所得 
  金額が２，５００万円以下である」を加える。 

  第３４条の６中「所得割の納税義務者」を「前年の合計所得 
金額が２，５００万円以下である所得割の納税義務者」に改め、 
同条第１号ア及び第２号ア中「においては」を「には」に改め 
る。 

   第３６条の２第１項中「の者」を「に掲げる者」に改め、同 
  項ただし書中「によって」を「により」に改め、「配偶者特別 

控除額」の次に 「（ 所得税法第２条第１項第３３号の４に規定 
する源泉控除対象配偶者に係るものを除く。）」を加え、同条第 
４項中「によって」を「により」に、「においては」を「には 
」に改め、同条第５項中「によって」を「により」に、「にお 
いては」を「には」に、「、第１項」を「、同項」に改め、同 
条第８項中「においては」を「には」に、「の者」を「に掲げ 
る者」に改め、同項を同条第９項とし、同条第７項中「におい 
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ては」を「には」に、「の者」を「に掲げる者」に改め、同項 
を同条第８項とし、同条第６項中「においては」を「には」に、 
「の者」を「に掲げる者」に改め、同項を同条第７項とし、同 
条第５項の次に次の１項を加える。 
６ 第２３条第１項第１号に掲げる者は、第３４条の７第１項 

（同項第２号に掲げる寄附金に係る部分に限る 。） の規定に 
より控除すべき金額の控除を受けようとする場合には、３月 
１５日までに、施行規則第５号の５の３様式による申告書を、 
市長に提出しなければならない。 

   第４８条第１項中「による申告書」の次に 「（ 第１０項及び 
  第１１項において「納税申告書」という。）」を加え、同条に次 

の３項を加える。 
１０ 法第３２１条の８第４２項に規定する特定法人である内 
 国法人は、第１項の規定により、納税申告書により行うこと 

とされている法人の市民税の申告については、同項の規定に 
かかわらず、同条第４２項及び施行規則で定めるところによ 
り、納税申告書に記載すべきものとされている事項（次項に 
おいて「申告書記載事項」という 。） を、法第７６２条第１ 
号に規定する地方税関係手続用電子情報処理組織を使用し、 
かつ、地方税共同機構（第１２項において「機構」という。 
）を経由して行う方法その他施行規則で定める方法により市 
長に提供することにより、行わなければならない。 

１１ 前項の規定により行われた同項の申告については、申告 
 書記載事項が記載された納税申告書により行われたものとみ 

なして、この条例又はこれに基づく規則の規定を適用する。 
１２ 第１０項の規定により行われた同項の申告は、法第７６ 
 ２条第１号の機構の使用に係る電子計算機（入出力装置を含

む 。） に備えられたファイルへの記録がされた時に同項に規 
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定する市長に到達したものとみなす。 
   第５２条第１項及び第４項中「によって」を「により」に改 
  める。 

 第５３条の７中「第５号の８様式」の次に「又は施行規則第 
２条第４項ただし書の規定により総務大臣が定めた様式」を加 
える。 

   第９２条を第９２条の２とし、第２章第４節中同条の前に次 
  の１条を加える。 

（製造たばこの区分） 
第９２条 製造たばこの区分は、次に掲げるとおりとし、製造 
 たばこ代用品に係る製造たばこの区分は、当該製造たばこ代 

用品の性状によるものとする。 
（１） 喫煙用の製造たばこ 

ア 紙巻たばこ 
イ 葉巻たばこ 
ウ パイプたばこ 
エ 刻みたばこ 
オ 加熱式たばこ 

（２） かみ用の製造たばこ 
（３） かぎ用の製造たばこ 
第９３条の次に次の１条を加える。 
（製造たばことみなす場合） 

第９３条の２ 加熱式たばこの喫煙用具であって加熱により蒸 
 気となるグリセリンその他の物品又はこれらの混合物を充填 

したもの（たばこ事業法第３条第１項に規定する会社（以下 
この条において「会社」という。）、加熱式たばこの喫煙用具 
であって加熱により蒸気となるグリセリンその他の物品又は 
これらの混合物を充填したものを製造した特定販売業者、加 
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熱式たばこの喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリセ 
リンその他の物品又はこれらの混合物を充填したものを会社 
又は特定販売業者から委託を受けて製造した者その他これら 
に準ずる者として施行規則第８条の２の２で定める者により 
売渡し、消費等又は引渡しがされたもの及び輸入されたもの 
に限る。以下この条及び次条第３項第１号において「特定加 
熱式たばこ喫煙用具」という 。） は、製造たばことみなして、 
この節の規定を適用する。この場合において、特定加熱式た 
ばこ喫煙用具に係る製造たばこの区分は、加熱式たばことす 
る。 

第９４条第１項中「第９２条第１項」を「第９２条の２第 
   １項」に改め、「消費等」の次に 「（ 以下この条及び第９８ 

条において「売渡し等」という。）」を加え、同条第２項中「 
前項の製造たばこ」の次に 「（ 加熱式たばこを除く。）」を加 
え、「喫煙用の紙巻たばこ」を「紙巻たばこ」に、「当該右 
欄」を「同表の右欄」に改め、同項後段を削り、同項の表第 
１号ア中「パイプたばこ」を「葉巻たばこ」に改め、同号イ 
中「葉巻たばこ」を「パイプたばこ」に改め、同条第４項中 
「前項」を「前２項」に改め、「関し 、」 の次に「第４項の 
」を、「重量」の次に「又は前項の加熱式たばこの品目ごと 
の１個当たりの重量」を加え、同項を同条第６項とし、同項 
の前に次の１項を加える。 

５ 第３項第２号に掲げる方法により加熱式たばこの重量を紙 
 巻たばこの本数に換算する場合における計算は、売渡し等に 

係る加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量（同号に規 
定する加熱式たばこの重量をいう 。） に当該加熱式たばこの 
品目ごとの数量を乗じて得た重量を合計し、その合計重量を 
紙巻たばこの本数に換算する方法により行うものとする。 
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第９４条第３項中「前項」を「第２項」に改め、「の重量を 
」の次に「紙巻たばこの」を加え、「場合の」を「場合又は前 
項第１号に掲げる方法により同号に規定する加熱式たばこの重 
量を紙巻たばこの本数に換算する場合における」に、「第９２ 
条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等」を 
「売渡し等」に、「同欄に掲げる」を「第９２条に掲げる」に、 
「喫煙用の紙巻たばこ」を「紙巻たばこ」に改め、同項を同条 
第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 
３ 加熱式たばこに係る第１項の製造たばこの本数は、第１号 
 に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に０．８を乗 

じて計算した紙巻たばこの本数、第２号に掲げる方法により 
換算した紙巻たばこの本数に０．２を乗じて計算した紙巻た 
ばこの本数及び第３号に掲げる方法により換算した紙巻たば 
この本数に０．２を乗じて計算した紙巻たばこの本数の合計 
数によるものとする。 
（１） 加熱式たばこ（特定加熱式たばこ喫煙用具を除く。 

）の重量の１グラムをもって紙巻たばこの１本に換算 
する方法 

（２） 加熱式たばこの重量（フィルターその他の施行規則 
   第１６条の２の２で定めるものに係る部分の重量を除 

く 。） の０．４グラムをもって紙巻たばこの０．５本 
に換算する方法 

（３） 次に掲げる加熱式たばこの区分に応じ、それぞれ次 
   に定める金額の紙巻たばこの１本の金額に相当する金 

額（所得税法等の一部を改正する法律（平成３０年法 
律第７号）附則第４８条第１項第１号に定めるたばこ 
税の税率、一般会計における債務の承継等に伴い必要 
な財源の確保に係る特別措置に関する法律（平成１０ 
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年法律第１３７号）第８条第１項に規定するたばこ特 
別税の税率、法第７４条の５に規定するたばこ税の税 
率及び法第４６８条に規定するたばこ税の税率をそれ 
ぞれ１，０００で除して得た金額の合計額を１００分 
の６０で除して計算した金額をいう。第８項において 
同じ 。） をもって紙巻たばこの０．５本に換算する方 
法 

ア 売渡し等の時における小売定価（たばこ事業法第３ 
３条第１項又は第２項の認可を受けた小売定価をいう。 
）が定められている加熱式たばこ 当該小売定価に相 
当する金額（消費税法（昭和６３年法律第１０８号） 
の規定により課されるべき消費税に相当する金額及び 
法第２章第３節の規定により課されるべき地方消費税 
に相当する金額を除く 。）  

イ アに掲げるもの以外の加熱式たばこ たばこ税法（ 
昭和５９年法律第７２号）第１０条第３項第２号ロ及 
び第４項の規定の例により算定した金額 

第９４条に次の４項を加える。 
７ 第３項第３号に掲げる方法により加熱式たばこに係る同号 
 ア又はイに定める金額を紙巻たばこの本数に換算する場合に 

おける計算は、売渡し等に係る加熱式たばこの品目ごとの１ 
個当たりの同号ア又はイに定める金額に当該加熱式たばこの 
品目ごとの数量を乗じて得た金額を合計し、その合計額を紙 
巻たばこの本数に換算する方法により行うものとする。 

８ 前項の計算に関し、加熱式たばこの品目ごとの１個当たり 
 の第３項第３号アに定める金額又は紙巻たばこの１本の金額 

に相当する金額に１銭未満の端数がある場合には、その端数 
を切り捨てるものとする。 
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９ 第３項各号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数 
 に同項に規定する数を乗じて計算した紙巻たばこの本数に１ 

本未満の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものと 
する。 

１０ 前各項に定めるもののほか、これらの規定の適用に関し 
 必要な事項は、施行規則で定めるところによる。 

第９５条中「５，２６２円」を「５，６９２円」に改める。 
第９６条第３項中「第９２条」を「第９２条の２」に改める。 
第９８条第１項中「によって」を「により」に、「第９２条 

  第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等」を「 
売渡し等」に改める。 

附則第３条の５第１項中「得た金額」の次に「に１０万円を 
  加算した金額」を加える。 
   附則第８条の２中第２６項を第２７項とし、第２５項の次に 

次の１項を加える。 
２６ 法附則第１５条第４７項に規定する市町村の条例で定め 
 る割合は、零とする。 

   附則第１５条の２第３項中「第３７条の７」を「第３７条の 
６」に、「第３７条の９の４又は第３７条の９の５」を「第３ 
７条の８又は第３７条の９」に改める。 

第２条 杵築市税条例の一部を次のように改正する。 
第９４条第３項中「０．８」を「０．６」に、「０．２」を 

「０．４」に改める。 
附則第８条の２第２４項中「附則第１５条第４４項」を「附 

  則第１５条第４３項」に改め、同条第２５項中「附則第１５条 
  第４５項」を「附則第１５条第４４項」に改め、同条第２６項 
  中「附則第１５条第４７項」を「附則第１５条第４６項」に改 
  める。 
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第３条 杵築市税条例の一部を次のように改正する。 
   第９４条第３項中「０．６」を「０．４」に、「０．４を」 

を「０．６を」に改め、同項第３号中「附則第４８条第１項第 
１号」を「附則第４８条第１項第２号」に改める。 

第９５条中「５，６９２円」を「６，１２２円」に改める。 
第４条 杵築市税条例の一部を次のように改正する。 

第９４条第３項中「０．４を」を「０．２を」に、「０．６ 
  」を「０．８」に改め、同項第３号中「所得税法等の一部を改 

正する法律（平成３０年法律第７号）附則第４８条第１項第２ 
号に定める」を「たばこ税法（昭和５９年法律第７２号）第１ 
１条第１項に規定する」に改め、同号イ中 「（ 昭和５９年法律 
第７２号 ）」 を削る。 

第９５条中「６，１２２円」を「６，５５２円」に改める。 
第５条 杵築市税条例の一部を次のように改正する。 

第９３条の２中「及び次条第３項第１号」を削る。 
第９４条第３項中「第１号」を「次」に改め、「紙巻たばこ 

  の本数に０．２を乗じて計算した紙巻たばこの本数、第２号に 
掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に０．８を乗じて 
計算した紙巻たばこの本数及び第３号に掲げる方法により換算 
した紙巻たばこの本数に０．８を乗じて計算した」を削り、同 
項第１号を削り、同項第２号を同項第１号とし、同項第３号を 
同項第２号とし、同条第４項中「又は第３項第１号に掲げる方 
法により同号に規定する加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本 
数に換算する場合」を削り、同条第５項中「第３項第２号」を 
「第３項第１号」に改め、同条第７項中「第３項第３号」を「 
第３項第２号」に改め、同条第８項中「第３項第３号ア」を「 
第３項第２号ア」に改め、同条第９項を削り、同条第１０項を 
同条第９項とする。 
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（杵築市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 
第６条 杵築市税条例等の一部を改正する条例（平成２７年杵築 

市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 
附則第５条第２項中「新条例」を「杵築市税条例」に改め、 

  同項第３号中「平成３１年３月３１日」を「平成３１年９月３ 
  ０日」に改め、同条第３項中「上欄」を「左欄」に、「下欄」 
  を「右欄」に改め、同条第４項中「新条例第９２条第１項」を 

「杵築市税条例第９２条の２第１項」に改め、同条第６項中「 
によって」を「により」に改め、同条第７項中「においては」 
を「には」に、「上欄」を「左欄」に、「下欄」を「右欄」に 
改め、同条第１０項中「上欄」を「左欄」に、「下欄」を「右 
欄」に改め、同条第１２項中「上欄」を「左欄」に、「下欄」 
を「右欄」に改め、同条第１３項中「平成３１年４月１日」を 
「平成３１年１０月１日」に、「１，２６２円」を「１，６９ 
２円」に改め、同条第１４項中「上欄」を「左欄」に、「下欄 
」を「右欄」に改め、同項の表第５項の項中「平成３１年４月 
３０日」を「平成３１年１０月３１日」に改め、同表第６項の 
項中「平成３１年９月３０日」を「平成３２年３月３１日」に 
改める。 

 
附 則 

（施行期日） 
第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号 

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
（１） 第１条中杵築市税条例第９２条を第９２条の２とし、 

第２章第４節中同条の前に１条を加える改正規定、同条 
例第９３条の次に１条を加える改正規定並びに同条例第 
９４条から第９６条まで及び第９８条の改正規定並びに 
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第６条並びに附則第３条から第５条までの規定 平成３ 
０年１０月１日 

（２） 第１条中杵築市税条例第２４条第２項の改正規定（「  
控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改める部分に 
限る 。） 及び同条例第３６条の２第１項の改正規定並び 
に同条例附則第１５条の２第３項の改正規定並びに次条 
第１項の規定 平成３１年１月１日 

（３） 第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）の規定 平 
成３１年４月１日 

（４） 第２条中杵築市税条例第９４条第３項の改正規定 平 
成３１年１０月１日 

（５） 第１条中杵築市税条例第２３条第１項及び第３項並び 
に第４８条第１項の改正規定並びに同条に３項を加える 
改正規定並びに次条第３項の規定 平成３２年４月１日 

（６） 第３条並びに附則第６条及び第７条の規定 平成３２ 
年１０月１日 

（７） 第１条中杵築市税条例第２４条第１項第２号の改正規 
定、同条第２項の改正規定（第２号に掲げる改正規定を 
除く。）並びに同条例第３４条の２及び第３４条の６の 
改正規定並びに同条例附則第３条の５の改正規定並びに 
次条第２項の規定 平成３３年１月１日 

  （８） 第４条並びに附則第８条及び第９条の規定 平成３３ 
年１０月１日 

（９） 第５条の規定 平成３４年１０月１日 
（１０） 第１条中杵築市税条例附則第８条の２第２６項を同 

条第２７項とし、同条第２５項の次に１項を加える改正 
規定 生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号 
）の施行の日 
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（市民税に関する経過措置） 
第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の杵築市税条例の 

規定中個人の市民税に関する部分は、平成３１年度以後の年度 
分の個人の市民税について適用し、平成３０年度分までの個人 
の市民税については、なお従前の例による。 

２ 前条第７号に掲げる規定による改正後の杵築市税条例の規定 
中個人の市民税に関する部分は、平成３３年度以後の年度分の 
個人の市民税について適用し、平成３２年度分までの個人の市 
民税については、なお従前の例による。 

３ 第１条の規定による改正後の杵築市税条例（附則第４条にお 
いて「新条例」という 。） 第２３条第１項及び第３項並びに第 
４８条第１０項から第１２項までの規定は、前条第５号に掲げ 
る規定の施行の日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及 
び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税について 
適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日 
前に開始した連結事業年度分の法人の市民税については、なお 
従前の例による。 

  （市たばこ税に関する経過措置） 
第３条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第１号に掲げ 

る規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった市たばこ 
税については、なお従前の例による。 
（手持品課税に係る市たばこ税） 

第４条 平成３０年１０月１日前に地方税法第４６５条第１項に 
規定する売渡し又は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費 
等（同法第４６９条第１項第１号及び第２号に規定する売渡し 
を除く。附則第７条第１項及び第９条第１項において「売渡し 
等」という 。） が行われた製造たばこ（杵築市税条例等の一部 
を改正する条例（平成２７年杵築市条例第２１号）附則第５条 
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第１項に規定する紙巻たばこ３級品を除く。以下この項及び第 
５項において「製造たばこ」という 。） を同日に販売のため所 
持する卸売販売業者等（新条例第９２条の２第１項に規定する 
卸売販売業者等をいう。以下同じ 。） 又は小売販売業者がある 
場合において、これらの者が所得税法等の一部を改正する法律 
（平成３０年法律第７号。附則第７条第１項及び第９条第１項 
において「所得税法等改正法」という 。） 附則第５１条第１項 
の規定により製造たばこの製造者として当該製造たばこを同日 
にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなし 
て同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、こ 
れらの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者 
が卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場 
所、これらの者が小売販売業者である場合には市の区域内に所 
在する当該製造たばこを直接管理する営業所において所持され 
るものに限る 。） を同日に小売販売業者に売り渡したものとみ 
なして、市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の 
課税標準は、当該売り渡したものとみなされる製造たばこの本 
数とし、当該市たばこ税の税率は、１，０００本につき４３０ 
円とする。 

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売 
業者の営業所ごとに、地方税法施行規則の一部を改正する省令 
（平成３０年総務省令第２４号）別記第２号様式による申告書 
を平成３０年１０月３１日までに市長に提出しなければならな 
い。 

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３１年４月１ 
日までに、その申告に係る税金を地方税法施行規則（昭和２９ 
年総理府令第２３号。以下「施行規則」という 。） 第３４号の 
２の５様式による納付書によって納付しなければならない。 
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４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には、前３項に 
規定するもののほか、新条例第１９条、第９８条第４項及び第 
５項、第１００条の２並びに第１０１条の規定を適用する。こ 
の場合において、次の表の左欄に掲げる新条例の規定中同表の 
中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 
第１９条 第９８条第１項若し

くは第２項、 

杵築市税条例等の一

部を改正する条例（ 

平成３０年杵築市条

例第  号。以下こ

の条及び第２章第４

節において「平成３

０年改正条例」とい

う 。） 附則第４条第

３項、 

第１９条第２号 第９８条第１項若し

くは第２項 

平成３０年改正条例

附則第４条第２項 

第１９条第３号 第８１条の６第１項

の申告書、第９８条

第１項若しくは第２

項の申告書又は第１

３９条第１項の申告

書でその提出期限 

平成３０年改正条例

附則第４条第３項の

納期限 

第９８条第４項 施行規則第３４号の

２様式又は第３４号

の２の２様式 

地方税法施行規則の

一部を改正する省令

（平成３０年総務省

令第２４号）別記第 

  ２号様式 
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第９８条第５項 第１項又は第２項 平成３０年改正条例

附則第４条第３項 

第１００条の２

第１項 

第９８条第１項又は

第２項 

平成３０年改正条例

附則第４条第２項 

当該各項 同項 

第１０１条第２

項 

第９８条第１項又は

第２項 

平成３０年改正条例

附則第４条第３項 

５ 新条例第９９条の規定は、販売契約の解除その他やむを得な 

い理由により、市の区域内に営業所の所在する小売販売業者に 
売り渡した製造たばこのうち、第１項の規定により市たばこ税 
を課された、又は課されるべきものの返還を受けた卸売販売業 
者等について準用する。この場合において、当該卸売販売業者 
等は、施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定によ 
り、これらの規定に規定する申告書に添付すべき施行規則第１ 
６号の５様式による書類中「返還の理由及びその他参考となる 
べき事項」欄に、当該控除又は還付を受けようとする製造たば 
こについて同項の規定により市たばこ税が課された、又は課さ 
れるべきであった旨を証するに足りる書類に基づいて、当該返 
還に係る製造たばこの品目ごとの本数を記載した上で同様式に 
よる書類をこれらの申告書に添付しなければならない。 
（手持品課税に係る市たばこ税に関する経過措置） 

第５条 平成３０年１０月１日から平成３１年９月３０日までの 
間における前条第４項の規定の適用については、同項の表第１ 
９条第３号の項中「第８１条の６第１項の申告書、第９８条第 
１項」とあるのは、「第９８条第１項」とする。 
（市たばこ税に関する経過措置） 

第６条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第６号に掲げ 
る規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった市たばこ 
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税については、なお従前の例による。 
（手持品課税に係る市たばこ税） 

第７条 平成３２年１０月１日前に売渡し等が行われた製造たば 
こを同日に販売のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業 
者がある場合において、これらの者が所得税法等改正法附則第 
５１条第９項の規定により製造たばこの製造者として当該製造 
たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出した 
ものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとな 
るときは、これらの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ 
（これらの者が卸売販売業者等である場合には市の区域内に所 
在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合には市 
の区域内に所在する当該製造たばこを直接管理する営業所にお 
いて所持されるものに限る 。） を同日に小売販売業者に売り渡 
したものとみなして、市たばこ税を課する。この場合における 
市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみなされる製 
造たばこの本数とし、当該市たばこ税の税率は、１，０００本 
につき４３０円とする。 

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売 
業者の営業所ごとに、地方税法施行規則の一部を改正する省令 
（平成３０年総務省令第２５号。附則第９条第２項において「 
平成３０年改正規則」という 。） 別記第２号様式による申告書 
を平成３２年１１月２日までに市長に提出しなければならない。 

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３３年３月３ 
１日までに、その申告に係る税金を施行規則第３４号の２の５ 
様式による納付書によって納付しなければならない。 

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には、前３項に 
規定するもののほか、第３条の規定による改正後の杵築市税条 
例（以下この項及び次項において「３２年新条例」という 。）  
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第１９条、第９８条第４項及び第５項、第１００条の２並びに 
第１０１条の規定を適用する。この場合において、次の表の左 
欄に掲げる３２年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、 
それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 
第１９条 第９８条第１項若し

くは第２項、 

杵築市税条例等の一

部を改正する条例（ 

平成３０年杵築市条

例第  号。以下こ

の条及び第２章第４

節において「平成３

０年改正条例」とい

う 。） 附則第７条第

３項、 

第１９条第２号 第９８条第１項若し

くは第２項 

平成３０年改正条例

附則第７条第２項 

第１９条第３号 第８１条の６第１項

の申告書、第９８条

第１項若しくは第２

項の申告書又は第１

３９条第１項の申告

書でその提出期限 

平成３０年改正条例

附則第７条第３項の

納期限 

第９８条第４項 施行規則第３４号の

２様式又は第３４号

の２の２様式 

地方税法施行規則の

一部を改正する省令

（平成３０年総務省

令第２５号）別記第

２号様式 

第９８条第５項 第１項又は第２項 平成３０年改正条例 
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  附則第７条第３項 
第１００条の２

第１項 

第９８条第１項又は

第２項 

平成３０年改正条例

附則第７条第２項 

当該各項 同項 

第１０１条第２

項 

第９８条第１項又は

第２項 

平成３０年改正条例

附則第７条第３項 

５ ３２年新条例第９９条の規定は、販売契約の解除その他やむ 

を得ない理由により、市の区域内に営業所の所在する小売販売 
業者に売り渡した製造たばこのうち、第１項の規定により市た 
ばこ税を課された、又は課されるべきものの返還を受けた卸売 
販売業者等について準用する。この場合において、当該卸売販 
売業者等は、施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規 
定により、これらの規定に規定する申告書に添付すべき施行規 
則第１６号の５様式による書類中「返還の理由及びその他参考 
となるべき事項」欄に、当該控除又は還付を受けようとする製 
造たばこについて同項の規定により市たばこ税が課された、又 
は課されるべきであった旨を証するに足りる書類に基づいて、 
当該返還に係る製造たばこの品目ごとの本数を記載した上で同 
様式による書類をこれらの申告書に添付しなければならない。 
（市たばこ税に関する経過措置） 

第８条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第８号に掲げ 
る規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった市たばこ 
税については、なお従前の例による。 
（手持品課税に係る市たばこ税） 

第９条 平成３３年１０月１日前に売渡し等が行われた製造たば 
こを同日に販売のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業 
者がある場合において、これらの者が所得税法等改正法附則第 
５１条第１１項の規定により製造たばこの製造者として当該製 
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造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出し 
たものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることと 
なるときは、これらの者が卸売販売業者等として当該製造たば 
こ（これらの者が卸売販売業者等である場合には市の区域内に 
所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合には 
市の区域内に所在する当該製造たばこを直接管理する営業所に 
おいて所持されるものに限る 。） を同日に小売販売業者に売り 
渡したものとみなして、市たばこ税を課する。この場合におけ 
る市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみなされる 
製造たばこの本数とし、当該市たばこ税の税率は、１，０００ 
本につき４３０円とする。 

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売 
業者の営業所ごとに、平成３０年改正規則別記第２号様式によ 
る申告書を平成３３年１１月１日までに市長に提出しなければ 
ならない。 

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３４年３月３ 
１日までに、その申告に係る税金を施行規則第３４号の２の５ 
様式による納付書によって納付しなければならない。 

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には、前３項に 
規定するもののほか、第４条の規定による改正後の杵築市税条 
例（以下この項及び次項において「３３年新条例」という 。）  
第１９条、第９８条第４項及び第５項、第１００条の２並びに 
第１０１条の規定を適用する。この場合において、次の表の左 
欄に掲げる３３年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、 
それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 
第１９条 第９８条第１項若し

くは第２項、 

杵築市税条例等の一

部を改正する条例（ 
平成３０年杵築市条 
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  例第  号。以下こ

の条及び第２章第４

節において「平成３

０年改正条例」とい

う 。） 附則第９条第

３項、 

第１９条第２号 第９８条第１項若し

くは第２項 

平成３０年改正条例

附則第９条第２項 

第１９条第３号 第８１条の６第１項

の申告書、第９８条

第１項若しくは第２

項の申告書又は第１

３９条第１項の申告

書でその提出期限 

平成３０年改正条例

附則第９条第３項の

納期限 

第９８条第４項 施行規則第３４号の

２様式又は第３４号

の２の２様式 

地方税法施行規則の

一部を改正する省令

（平成３０年総務省

令第２５号）別記第

２号様式 

第９８条第５項 第１項又は第２項 平成３０年改正条例

附則第９条第３項 

第１００条の２

第１項 

第９８条第１項又は

第２項 

平成３０年改正条例

附則第９条第２項 

当該各項 同項 

第１０１条第２

項 

第９８条第１項又は

第２項 

平成３０年改正条例

附則第９条第３項 

５ ３３年新条例第９９条の規定は、販売契約の解除その他やむ 

を得ない理由により、市の区域内に営業所の所在する小売販売 
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業者に売り渡した製造たばこのうち、第１項の規定により市た 
ばこ税を課された、又は課されるべきものの返還を受けた卸売 
販売業者等について準用する。この場合において、当該卸売販 
売業者等は、施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規 
定により、これらの規定に規定する申告書に添付すべき施行規 
則第１６号の５様式による書類中「返還の理由及びその他参考 
となるべき事項」欄に、当該控除又は還付を受けようとする製 
造たばこについて同項の規定により市たばこ税が課された、又 
は課されるべきであった旨を証するに足りる書類に基づいて、 
当該返還に係る製造たばこの品目ごとの本数を記載した上で同 
様式による書類をこれらの申告書に添付しなければならない。 
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議案第５８号 
 
 

杵築市災害被害者に対する市税の減免に関する条例 
の一部改正について 

 
 

杵築市災害被害者に対する市税の減免に関する条例の一部を改

正する条例を次のように定める。 
 
 

平成３０年６月７日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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杵築市災害被害者に対する市税の減免に関する条例 

の一部を改正する条例 
    
  杵築市災害被害者に対する市税の減免に関する条例（平成１７ 

年杵築市条例第８２号）の一部を次のように改正する。 
第２条第２項中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改 

める。 
 

    附 則 
  （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年１月１日から施行する。 
  （市民税に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の杵築市災害被害者に対する市税の減 

免に関する条例の規定は、平成３１年度以後の年度分の市民税 
について適用し、平成３０年度分までの市民税については、な 
お従前の例による。 
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議案第５９号 
 
 

杵築市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関 
する基準を定める条例の一部改正について 

 
 

杵築市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
 
 

平成３０年６月７日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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杵築市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関 
する基準を定める条例の一部を改正する条例 
 

杵築市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を 
定める条例（平成２６年杵築市条例第２３号）の一部を次のよう 
に改正する。 
 第１０条第３項第４号を次のように改める。 
 （４） 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条 

に規定する免許状を有する者 
 第１０条第３項に次の１号を加える。 
 （１０） ５年以上放課後児童健全育成事業に従事した者であ 

って、市長が適当と認めたもの 
 
附 則 

  この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第６０号 
 
 

杵築市介護保険条例の一部改正について 
 
 

杵築市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
 
 

平成３０年６月７日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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杵築市介護保険条例の一部を改正する条例 
 

杵築市介護保険条例（平成１７年杵築市条例第１３０号）の一 
部を次のように改正する。 

第２条第１項第６号ア中「第３８条第４項」を「第２２条の２ 
第２項」に改める。 

 
附 則 

 この条例は、平成３０年８月１日から施行する。 
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議案第６１号 
 
 

杵築市犯罪被害者等支援条例の制定について 
 
 

杵築市犯罪被害者等支援条例を次のように定める。 
 
 

平成３０年６月７日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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    杵築市犯罪被害者等支援条例 

 

  （目的） 

第１条 この条例は、犯罪被害者等の支援に関し、基本理念を定

め、並びに市及び市民等の責務を明らかにするとともに、犯罪

被害者等の支援の基本となる事項を定めることにより、犯罪被

害者等の支援を総合的に推進し、もって犯罪被害者等が受けた

被害の早期の回復及び軽減を図ることを目的とする。 

  （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。 

（１） 犯罪等 犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及

ぼす行為をいう。 

（２） 犯罪被害者等 犯罪等により被害を受けた者及びその

家族又は遺族をいう。 

（３） 二次的被害 犯罪等による直接的な被害を受けた後に、

周囲の無理解や心ない言動、インターネットを通じて行 

われる誹
ひ

謗
ぼう

中傷、報道機関による過剰な取材等により、 

犯罪被害者等が受ける精神的な苦痛、身体の不調、私生 

活の平穏の侵害、経済的な損失等の被害をいう。 

（４） 市民等 市内に居住し、通勤し、通学し、又は滞在し

ている者及び市内において事業活動を行っているものを

いう。 

  （基本理念） 

第３条 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の個人としての尊

厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい処遇を保障される権利

が尊重されることを旨として推進されなければならない。 

２ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が犯罪等により受けた
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被害の状況及び原因、二次的被害に苦しめられている等犯罪被

害者等が置かれている状況その他の事情に応じ、適切に行われ

なければならない。 

３ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が安心して暮らすこと

ができるよう、必要な支援が途切れることなく提供されること

を旨として行われなければならない。 

  （市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。 

）にのっとり、犯罪被害者等の支援に関する施策を総合的に策

定し、及び実施するものとする。 

２ 市は、前項の施策を実施するに当たっては、国、県、犯罪被 

害者等の支援を行うことを目的とする民間の団体その他の犯罪 

被害者等の支援に関係するものと相互に連携を図るものとする。 

  （市民等の責務） 

第５条 市民等は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれ

ている状況及び犯罪被害者等の支援の必要性についての理解を

深め、二次的被害が生じることのないよう十分配慮するととも

に、市が実施する犯罪被害者等の支援に関する施策に協力する

よう努めなければならない。 

  （相談及び情報の提供等） 

第６条 市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑に営

むことができるようにするため、犯罪被害者等が直面している

各般の問題について相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を

行うものとする。 

２ 市は、前項に規定する支援を行うための窓口を設置するもの

とする。 

  （見舞金の支給） 

第７条 市は、犯罪被害者等に対して、経済的負担の軽減を図る
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ため、別に定めるところにより、犯罪被害者等に対し見舞金を

支給するものとする。 

  （日常生活の支援） 

第８条 市は、犯罪被害者等が安心して日常生活を営むことがで

きるようにするため、福祉サービスの提供その他の必要な支援

を行うものとする。 

  （居住の安定） 

第９条 市は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難と

なった犯罪被害者等の居住の安定を図るため、市営住宅への入

居における特別の配慮その他の必要な支援を行うものとする。 

  （広報及び啓発） 

第１０条 市は、二次的被害の防止、犯罪被害者等の支援の必要

性等について市民等の理解を深めるため、広報及び啓発に努め

るものとする。 

  （委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、犯罪被害者等の支援に

関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

    附 則 

  この条例は、平成３０年７月１日から施行する。 
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 議案第６２号 

 

 

   訴えの提起について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２

号の規定により、次のとおり訴えの提起をすることについて、議

会の議決を求める。 

 

 

平成３０年６月７日提出 

 

 

               杵築市長  永 松  悟 

 

 

               記 
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１．当事者  原告 杵築市 

       被告 ■■■■■■■■■■■■■■■■ 

          ■■■■■■ ■■■■■ 

 

２．事件名  建物明渡し等請求事件 

 

３．事件の概要 

杵築市は、次の表のとおり市営住宅の家賃を長期にわたっ

て滞納している入居者に対し、家賃を納入するよう再三にわ

たり請求してきたが当該入居者がこれに応じないため、大分

地方裁判所に提起するものである。 

市営住宅等の 

名称 

住宅番号 入居者等の住所

及び氏名 

滞納家賃の額 

■■■■■■ ■■■■ ■■■■■■■

■■■■■■■

■■ 

■■■■■ 

７４２，０００円 

  注 この表の滞納家賃の額の欄の金額は、平成３０年３月分 

までの家賃で、同年３月３１日現在において杵築市指定金 

融機関等に収納されていないものの額である。 

 

４．請求の趣旨 

（１）被告は、原告に対し、被告の入居している市営住宅を明 

け渡せ。 

（２）被告は、原告に対し、被告の入居している市営住宅の明 

渡し請求の日の属する月までの家賃で未納のもの及び明渡 

しの請求の日の属する月の翌月の初日から明渡しの日まで 

の近傍同種の住宅の家賃の額の２倍に相当する額の損害賠 
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償金を支払え。 

（３）訴訟費用は被告の負担とする。 

（４）仮執行宣言 

 

 ５．訴訟の方針 

（１）弁護士 ■■■■ 氏を訴訟代理人と定める。 

（２）必要がある場合は、控訴し、又は和解する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38



議案第６３号 

 

 

和解について 

  

 

  次のとおり和解することについて、地方自治法（昭和２２年法 

律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決 

を求める。 

 

 

平成３０年６月７日提出 

 

 

                杵築市長  永 松  悟 

 

 

            記 
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  平成２９年５月に発生したスクールバスの事故について、当事 

者間において次の和解条件のとおり和解を成立させる。 

 

 １．当事者の表示 

    甲  杵築市 

 市長  永 松  悟 

大分県杵築市大字杵築３７７番地１ 

 

    乙  ■■■■■■■ 

       ■■■■■  ■■■■■■■ 

       ■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 

 ２．事故の概要   

    平成２９年５月１１日午後４時４５分頃、杵築市山香町大 

字立石の国道１０号と市道御屋敷線のＴ字路交差点（旧北部 

中学校入口）において、甲所有のスクールバスが市道から国 

道へ出ようとした際、宇佐方面から走行してきた乙所有の４ 

トントラックが信号を無視して進入し、スクールバスの左前 

部に衝突した。 

 

３．和解条件 

 （１）乙は、甲に対し、本件事故に関する損害金の支払義務が 

あることを認める。 

（２）上記損害金の額は、スクールバスの車両全損金額４，４ 

７２，５６０円、レッカー代３９４，５８６円及び代車代 

５，５２７，４４０円の合計１０，３９４，５８６円とす 

る。 

 （３）乙は、上記金額を甲の指定する期日及び預金口座に支払 
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うものとする。 
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議案第６４号 
 
 

市道の路線廃止及び路線認定について 
 
 
  道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定に 
 より市道の路線を次のように廃止し、同法第８条第２項の規定に 
 より次のように認定する。 
 
 

平成３０年６月７日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
 

 
              記 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

42



 １．廃止する路線 

 路線名 
延長  

(ﾒｰﾄﾙ) 

幅員  

(ﾒｰﾄﾙ) 

       起   点  
備考  

       終   点  

恵良１号支  

線          
219.7  

5.0～  

 18.0  

杵築市山香町大字野原字高月 3667 番 地先   

杵築市山香町大字野原字フツベ 3856 番 1   

地先   

 

 

 
 ２．認定する路線 

 路線名 
延長  

(ﾒｰﾄﾙ) 

幅員  

(ﾒｰﾄﾙ) 

       起   点  
備考  

       終   点  

迫下中線     31.0  
5.0～  

 10.0  

杵築市大字南杵築字池ノ内 504 番 3 地先    

杵築市大字南杵築字池ノ内 504 番 6 地先   

 

 

恵良１号支  

線          
516.4  

5.0～  

 18.0  

杵築市山香町大字野原字高月 3667 番 地先   

杵築市山香町大字野原字樋掛 3851 番 1 地   

先          
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えらいちごうしせん

恵良１号支線

Ｌ = 219.7m
Ｗ = 5.0m ～ 18.0m

廃 止

市道 日出大田線

市道 樋掛元河内線

市道 恵良線

樋掛川

林産物加工所

別杵速見森林組合
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= 5.0m ～ 10.0m

さこしたなかせん

迫下中線

Ｌ = 31.0m
Ｗ

認 定

東谷池

東下司

児童公園西下司

公民館

市道 据場樋本線

市道　下司横断線

市道 東下司下原線

市道 東下司下原線

市道 下原下司線

市道 宗中菊本二号線

市道 

下司道ノ下線
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えらいちごうしせん

恵良１号支線

Ｌ = 516.4m
Ｗ = 5.0m ～ 18.0m

認 定

市道 日出大田線

市道 樋掛元河内線

市道 恵良線

樋掛川

林産物加工所

別杵速見森林組合
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報告第１２号 
 
 

専決処分の報告について 
 

 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規 

定により、議会において指定されている事項について、別紙のよ 
うに専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 
 
平成３０年６月７日提出 
 
 

                杵築市長  永 松  悟 
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専 決 処 分 書       
 

本市が設置管理する市道上で発生した物損事故について、地方 
自治法第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 
平成３０年５月１０日 
 

                杵築市長  永 松  悟 
             

記 
 

市は、相手方に与えた事故による損害賠償の額を次のとおり決 
定し、和解する。 

 
１．損害賠償の相手方  住 所 ■■■■■■■■■■■■■ 

          氏 名 ■■■■■■■ 
 

２．事故発生年月日   平成２９年７月２２日 
 

３．事故発生場所    杵築市山香町大字久木野尾 
市道上浄土寺線 

 
４．事故原因・状況 

 相手方車両が上記の場所を走行中、路面に発生していた穴 
ぼこに車両右前部の車輪がはまり、車両の前バンパ－を損傷 
した。 

 
 ５．示談の内容及び損害賠償の額 
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    市の過失割合は７０％となり、市は、損害賠償金として、 
相手方車両の修繕料８６，６１９円を支払う。 

49



 

報告第１３号 
 
 

一般財団法人杵築市総合振興センターの経営状況に 
ついて 

 
 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項 
の規定により、一般財団法人杵築市総合振興センターの平成３０ 
年度事業計画並びに平成２９年度決算等の状況を別紙のとおり提 
出する。 

 
 

平成３０年６月７日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
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一般財団法人杵築市総合振興センターの経営状況報告書 
 
 

１．平成３０年度事業計画及び予算関係書類（別冊） 
 

２．平成２９年度事業報告及び決算関係書類（別冊） 
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報告第１４号 
 
 

公益社団法人杵築市地域活性化センターの経営状況 
について 

 
 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項 
の規定により、公益社団法人杵築市地域活性化センターの平成３ 
０年度事業計画並びに平成２９年度決算等の状況を別紙のとおり 
提出する。 

 
 

平成３０年６月７日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
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公益社団法人杵築市地域活性化センターの経営状況報告書 
 
 
  １．平成３０年度事業計画及び予算関係書類（別冊） 
 
  ２．平成２９年度事業報告及び決算関係書類（別冊） 
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報告第１５号 
 
 

株式会社きっとすきの経営状況について 
 
 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項 
の規定により、株式会社きっとすきの平成３０年度事業計画等の 
状況を別紙のとおり提出する。 

 
 

平成３０年６月７日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
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株式会社きっとすきの経営状況報告書 
 
 

１．平成３０年度事業計画及び予算関係書類（別冊） 
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報告第１６号 
 
 
    繰越明許費繰越計算書について 
 
 
  平成２９年度杵築市一般会計予算のうち、平成３０年度に別紙 
 のとおり繰り越したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第 
 １６号）第１４６条第２項の規定により報告する。 
 
 
   平成３０年６月７日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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１７号 
 
 
    繰越明許費繰越計算書について 
 
 
  平成２９年度杵築市公共下水道事業特別会計予算のうち、平成 
 ３０年度に別紙のとおり繰り越したので、地方自治法施行令（昭 
 和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により報告する。 
 
 
   平成３０年６月７日提出 
 
 
                杵築市長  永 松  悟 
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報告第１８号 
 
 
    繰越計算書について 
 
 
  平成２９年度杵築市水道事業会計予算のうち、平成３０年度に 

別紙のとおり繰り越したので、地方公営企業法（昭和２７年法律 
第２９２号）第２６条第３項の規定により報告する。 

 
 
   平成３０年６月７日提出 
 
 
                杵築市長  永 松  悟 
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留
保

資
金

１
．

１
．

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

5
,2
4
9
,0
0
0

0
5
,2
4
9
,0
0
0

0
5
,2
4
9
,0
0
0

0

１
．

１
．

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

9
2
,5
6
0
,0
0
0

0
9
2
,5
6
0
,0
0
0

9
2
,5
0
0
,0
0
0

6
0
,0
0
0

0

1
2
6
,9
7
8
,0
0
0

3
,1
5
0
,0
0
0

1
2
3
,8
2
8
,0
0
0

9
2
,5
0
0
,0
0
0

3
1
,3
2
8
,0
0
0

0
水

道
事

業
会

計
　

　
合

　
　

計

今
畑

加
圧

施
設

外
1
件

更
新

工
事

仕
様

再
検

討
に

よ
る

工
期

延
長

杵
築

浄
水

場
実

施
設

計
委

託
業

務
設

計
変

更
に

よ
る

工
期

延
長
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